公益法人等に係る法人市民税についてのお知らせ

山形市財政部市民税課
１　はじめに

　法人市民税は、地域社会の費用について、その構成員である法人にも個人と同様広く負担を求めるために課される税で、均等割及び法人税割によって構成されております。そのうち均等割は、所得の有無にかかわらず、法人が市内に事務所または事業所を有する事実に基づいて課されます。
　公益法人等において、国の法人税については公益法人等が収益事業を行わない限り非課税とされておりますが、法人市民税については、法人税よりも非課税範囲が狭く規定されており、収益事業を行わない場合でも均等割が課税されます。

○収益事業を行う公益法人等

　　　均等割と法人税割の合算額が課税されます。

○収益事業を行わない公益法人等

　　　均等割が課税されます。（地方税法第296条第1項第2号（非課税）に掲げる法人を除く。）→収益事業を行っていない場合、申請により減免になる場合があります。
	※公益法人等の収益事業について

地方税法の規定により非課税の範囲が定められており、公益法人等が収益事業を行っているか否かで課税の取扱いが異なります。収益事業とは、地方税法施行令第７条の４《収益事業の範囲》に規定する事業（具体的には法人税法施行令第５条に規定する事業）（※別表）で、継続して事業場を設けて営まれるものをいいます。その認定に当たっては、税務署の取扱いに準じますが、事業の目的との関係ではなく、事業の形態により判断されることになります。したがって、公益法人等の本来の事業であっても税法上の収益事業に該当すれば課税の対象となります。


２　法人の開設・設立に関する手続きについて
　　市内に事業所等を有する法人について、下記の場合は山形市役所市民税課に速やかに必要書類等の提出を行ってください。

（１）法人を設立及び山形市内に事業所を開設した場合 
　　提出書類：「法人設立・異動等申告書」
　　添付書類：①定款、寄附行為、規則、規約又はこれに準ずるものの写し

　　　　　　　②登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の写し（法人格を有する団体のみ）
　　　　　　
（２）届出事項に変更があった場合（事務所等所在地、代表者などの届出内容に変更があった場合）

　　提出書類：「法人設立・異動等申告書」
　　添付書類：①定款、寄附行為、規則、規約又はこれに準ずるものの写し（定款等に変更ある場合）
　　　　　　　②登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の写し（登記事項に変更ある場合）
※変更内容によりその他の書類の提出をお願いする場合があります。
３　法人市民税の申告と納税について
法人市民税は申告納税方式となっておりますので、納税者自身が納付すべき税額を申告し、その申告した税額を納付してください。
公益法人等の申告書は「確定申告書」と「均等割申告書」の２種類ありますが、収益事業を行っているか否かで使用する申告書が異なりますので、営む事業が収益事業に該当するかしないかを、事前に山形税務署（〒990-8606山形市大手町1-23　電話023-622-1611（代表）　法人課税担当）に確認しておく必要があります。
◎収益事業を行う場合の申告
　　提出書類：「法人市民税確定申告書」（地方税法施行規則第２０号様式）

　　　各事業年度終了の日の翌日から２か月以内に、法人市民税（法人税割・均等割）の確定申告

　　書を提出し、併せてその税額を納付してください。

　

◎収益事業を行っていない場合の申告
　　提出書類：「法人市民税の均等割申告書」（地方税法施行規則第２２号の３様式）

　　　前年４月１日から３月３１日までの期間中の均等割額を記載した申告書を、４月３０日（同日が土・日・休日の場合は翌平日が期限となります。）までに提出し、併せてその税額を納付してください。
　

４　法人市民税の減免について
収益事業を行っていない場合、申請により減免になる場合があります。詳細は、別途「収益事業を行わない公益法人等に対する減免について」をご覧ください。
連絡先

山形市財政部市民税課 諸税係
電話０２３－６４１－１２１２
内線３０３
　
参考資料
別表　収益事業の範囲（法人税法施行令第５条より）
	物品販売業（動植物その他通常物品といわないものの販売業を含む。）
	出版業
	浴場業 

	不動産販売業 
	写真業
	理容業

	金銭貸付業
	席貸業
	美容業

	物品貸付業（動植物その他通常物品といわないものの貸付業を含む。）
	旅館業
	興行業

	不動産貸付業
	料理店業その他の飲食店業
	遊技所業

	製造業（電気供給業、ガス供給業、熱供給業及び物品の加工修理業を含む。）
	周旋業
	遊覧所業

	通信業（放送業を含む。）
	代理業
	医療保健業

	運送業（運送取扱業を含む。）
	仲立業
	技芸の教授又は学力の教授若しくは公開模擬学力試験を行う事業

	倉庫業（寄託物品の保管業を含み、駐車場業を除く。）
	問屋業
	駐車場業

	請負業（事務処理の委託を受ける業を含む。）
	鉱業
	信用保証業

	印刷業
	土石採取業
	工業所有権等の譲渡又は提供を行う事業

	労働者派遣業
	
	


※　上記は事業名のみ掲載しております。具体的な判断については、山形税務署にお問い合わせください。

　　山形税務署　法人課税担当　　
〒９９０－８６０６　山形市大手町１－２３　
電話０２３－６２２－１６１１（代表）
